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脱炭素社会へのパラダイムシフト 
 

ＮＨＫエンタープライズ 堅達京子  

 

１ はじめに 

去年の夏の深刻な猛暑や豪雨には、脅威を感じられた方も多いのではないでしょうか？ 私たちが

温暖化対策をスピードアップできなければ、今後こうした異常気象が頻発し、災害が続く未来を次世

代に引き継ぐことになってしまいます。２０１５年１２月、地球温暖化対策を話し合う COP21 でパ

リ協定が締結されて以来、“低炭素”では足りない、“脱炭素”を目指さなければ社会や経済が成り

立たなくなるとされ、世界中で挑戦が始まっています。一体どうすれば“脱炭素社会”へのパラダイ

ムシフトを実現できるのか？ きょうは、NHK スペシャル「激変する世界ビジネス “脱炭素革命”

の衝撃」の取材を通じて見えてきた世界の最新の動きと、私たち一人一人が地域で何ができるのかに

ついて、一緒に考えていくヒントをお伝えできればと思います。 

 

２ ２０５０年にゼロ・エミッションを達成せよ！ 

パリ協定では、世界の平均気温上昇を産業革命以前に比べて２℃より十分低く保ち、１.５℃に抑え

る努力をすることが合意されました。この２℃目標を達成するためには、今世紀後半には、二酸化炭

素の排出量を実質ゼロにする必要があります。これが“脱炭素”ということなのですが、なまやさし

いことではありません。現在、世界各国が削減を約束している排出量を積み上げてもこの目標には届

かず、このままでは平均気温は３℃上昇してしまうと言われています。 

こうした中、国連の IPCC（気候変動に関する政府間パネル）は、去年１０月に科学者たちの総意

として、「1.5℃特別報告書」という新たなリポートを発表しました。これは１.５℃の気温上昇と２℃

の気温上昇では、地球の生態系や私たちの社会や経済に与える影響がどれくらい違うのかを、科学的

に検証したものです。報告書によれば、気温はすでに１℃上昇していて、このままでは、早ければ２

０３０年にも１.５℃上昇に達してしまう恐れがあるということです。そして、１.５℃に食い止めるの

と２℃上昇するのでは、サンゴの絶滅や海面上昇など被害が大きく異なることも判明しました。これ

を受けて、やはり人類の共通の目標として“１.５℃”を目指そう！という機運が高まっています。 

１.５℃に抑えるには、より一層、目標はハードになり、２０３０年には二酸化炭素の排出量をマイ

ナス４５％（２０１０年比）、２０５０年には実質ゼロにする必要がある。いわば、目標を四半世紀

も前倒しすることが必要だとわかったのです。 

ここで重要なポイントは、今や気候変動の問題は、２１００年といった遠い将来に向けて悠長にや

ればいいことではなく、２０３０年という私たちがまだ現役で活躍している近未来までの時間が勝負

だということ。そのことを意識して具体的に戦略を練り上げていかないと“手遅れ”になる、という

ことです。 

実は、去年の夏、世界的な気候変動の研究者たちのグループが、このまま手をこまねいていて気温

上昇がもし２℃を超えてしまうと“ホットハウス・アース ”（温室化された灼熱地球）と呼ばれる状

態に突入し、人間の手に負えなくなるという研究を発表しました。グリーンランドの氷床の融解が止

まらなくなることが更なる温暖化を加速、永久凍土からメタンが噴出し、アマゾンの熱帯雨林が失わ
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れるといった温暖化のドミノ倒しが起きると警鐘を鳴らしたのです。この事態を防ぐために、残され

た時間はあまりありません。まさに２０３０年までのこの１０年こそが正念場。私たちは、前例のな

いスケールで、社会システムのパラダイムシフトを成し遂げなければならないのです。 

 

３ 世界のビジネス界が“脱炭素”に動き始めた 

２０１７年１２月に放送した NHK スペシャル「激変する世界ビジネス “脱炭素革命”の衝撃」で

は、こうした国際社会の共通の目標を達成するために、世界のビジネス界がルールを変え始めた様子

を、COP23 を舞台にお伝えしました。ここで興味深いのは、ビジネス界は、“地球に優しく”とい

ったモラル面だけで動いているわけではなく、むしろ“マーケットベース”で脱炭素に舵を切ったと

いうことです。 

基本となるのは、「カーボンバジェット（炭素予算）」という考え方です。IPCC の第 5 次評価報

告書の新知見の一つは、「温室効果ガスの排出量と気温の上昇は、正比例の関係にある」ということ

です。つまり二酸化炭素を出せば出すほど気温が上がるということ。一見当たり前のようですが、こ

れにより２℃目標達成のためには、排出できる二酸化炭素の量に上限があり、簡単に計算できること

が明らかになりました。すでに排出してしまった量を除くと、今後排出できる二酸化炭素量は約１兆

トン。これをカーボンバジェットというのですが、現在のペースで使い続けると２５年もたたないう

ちに使い切ってしまいます（図１）。そうすると、それ以降は、地下の化石燃料はたとえ埋蔵されて

いたとしても“燃やす”ことはできなくなってしまいます。つまり所有していても価値がない、いわ

ば“座礁資産”になってしまうとみなされるのです（図１）。 

 

 

図１ カーボンバジェットの概念 

 

 

 



- 3 - 

 

この長期的トレンドから、世界のマーケットでは、化石燃料から投資を引き上げるダイベストメン

トという動きが加速しています。スタンダードオイルを創設した石油王ロックフェラーの子孫も、す

でに２０１４年の段階でダイベストを宣言。現在、ダイベストを表明している機関投資家の数は、去

年暮れで１０００機関を上回り、その資産運用額の合計は９００兆円を超えました。こうして引き上

げられたお金が流れ込んでいるのが ESG 投資です。企業の財務情報だけではなく、環境（E）・社会

（S）・ガバナンス（G）を重要視する ESG 投資においても、気候変動問題に対処しない企業には、

資金が集まりにくくなっているのです。 

 

４ 世界の動きから取り残される日本 

ところが日本は、こうした世界のトレンドから大きく取り残されようとしています。国内では、東

京電力福島第一原発の事故以降、火力発電への依存が強まり、今も石炭火力発電所の新規建設やアセ

スメントが続いています。しかも、高効率という名目で東南アジアなど海外への石炭火力発電所の“輸

出”を続ける日本は、COP23 や COP24 で、厳しい批判にさらされました。金融界でも、日本の三

大メガバンクの石炭関連融資が世界的にも突出するなど、ダイベストに大きく舵を切った欧米の金融

機関とは大きく異なっています。 

いま金融界では、TCFD という金融安定化理事会が設置した気候関連財務情報開示タスクフォース

の提言に賛同し、気候変動によるリスクと機会を把握して、年次財務報告書等に盛り込む動きも進ん

でいます。こうした中、“石炭”や“化石燃料”への依存を続ける日本は、世界からマネーを引き上

げられてしまう危険があるのです。 

私たちの取材現場でも、アビバ・インベスターズというイギリスの大手保険会社の傘下の資産運用

会社が、石炭火力を進める日本の J パワー（電源開発）からのダイベストに踏み切ったことを明らか

にしました。今でさえも異常気象などによる自然災害の頻発で保険金の支払額は大きく増加していま

すが、もし気温が３℃〜４℃も上昇するような事態になれば、「保険というビジネスそのものが成り

立たなくなる」という強い危機感が彼らにはあるのです。実際、去年、保険最大手のアリアンツは２

０４０年までに提供する保険契約と投資の両方を、パリ協定に基づく「２℃目標」と整合させ、石炭

火力関連への保険の提供、投資を撤退するという目標を公表しました。仏アクサが先鞭をつけたこの

流れによって、ヨーロッパの保険業界は、“脱石炭”へと大きく舵を切りました。 

いま世界はグローバル化し、ビジネスのバリューチェーン、サプライチェーンは全てつながってい

ますから、こうした動きは、遅かれ早かれ、日本にもやってきます。この動きを知らずしてビジネス

ができない状況が生まれているのです。 

もう一つ、世界のビジネス界の脱炭素化を推し進めているのが、再生可能エネルギーの劇的な価格

破壊です。この２年あまりの間に、世界では、太陽光や風力の発電コストが、火力や原子力の発電コ

ストと勝負できるくらいに下落し、どんどんと新規の建設が進むようになりました。大手企業の中に

は、RE100 という再エネ１００％での事業運営を目指すイニシアティブに参加する企業も増加して

います。世界的には、再エネはコスト面でもリーズナブルになっていますので、アップルなどのよう

にすでに１００％を達成した企業も現れているのですが、日本では、まだまだ再エネのコストが高く、

１００％を目指すのは至難の技です。しかしながら、ようやく去年あたりから、企業の意識改革が進

み、日本でも１３社を超える企業が RE100 に参加。中には、イオンやソニーといった巨大企業も含

まれています。 
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５ どうしたら脱炭素社会へのパラダイムシフトを実現できるのか？ 

気温の上昇を１.５℃に抑えるためには、再エネの大量導入が不可欠です。IPCC の報告書でも、２

０５０年には再エネを７０〜８５％に、そして石炭はゼロにする必要があると記されています。しか

しながら、２０３０年の日本の再エネの導入目標は、２２〜２４％（大規模水力含む）にとどまって

います。目標は野心的とはとても言い難く、世界との格差は広がるばかりです。 

日本では、EU のように、送電線への再エネの“優先接続”といったルールが定められておらず、

既存電源である火力や原子力の方が優先して接続されるため、再エネは“空き容量”が十分にないと

接続させてもらえません。しかも “出力抑制”を求められるなど、このままでは大量導入のためのビ

ジネスが成り立ちにくい状況が続いています。しかし実際には、デジタル化や電力市場の整備、気象

予測技術の進歩などによって、こうした課題を解決できる手段は、世界にはいくらでもあるのです。 

折しも世界は、AI やビッグデータ、IoT といったテクノロジーのイノベーションによる新しい産業

革命が進んでいます。こうした新技術を脱炭素化に活かすことで、気候変動対策に役立つだけでなく、

省エネルギーで快適な、しかも少子高齢化など様々な課題の解決にもつながるソリューションを生み

出すことができるのです。この機会に、電力システムの改革を進めれば、雇用やビジネスチャンスの

拡大も実現できるはずです。しかしながら、このままでは日本は、再エネを基盤とする世界レベルの

産業の競争からも取り残されていく可能性があります。中国やインドは猛烈な勢いで脱炭素への動き

を強めています。本来、日本は、高い品質や制御技術などを持ち、世界に誇れる環境立国になれるだ

けの素質があるはずなのです。今こそ、脱炭素化を推し進められる戦略的な“仕組み”づくりが求め

られます。 

目前に迫った気候変動の危機を回避するためには、スピード感のある変革が必要であり、総力戦で

挑むしかありません。再エネの特徴は、資源は無限の自然の恵みであり、分散型である点。つまり一

極集中ではない“地域”のパワーだということです。そして、行政や企業が脱炭素化に向かっている

かどうか見極め後押しするのは、私たち一人一人の市民であり消費者です。脱炭素を実現しない限り、

安全で安心な未来を築くことはできません。まずは、世界の最新の動きを知り、一人一人が“自分事”

としてこの問題を捉え、アクションを起こしていくことが求められています。 
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